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2013 年 3 月 7 日 
株式会社ワークスアプリケーションズ 

 
【人事部門長アンケート調査】  

 
この 1 年で「グローバル人事」「タレントマネジメント」への関心が急上昇 

 
～国内大手企業 380 社の人事戦略における意識調査を実施～ 

 
 
株式会社ワークスアプリケーションズ（本社：東京都港区、代表取締役最高経営責任者：牧野正

幸、以下 ワークス）は自社製品「COMPANY®」のユーザーである、大手企業の人事部門長にお

ける、人事トレンドへの意識および対応の実態に関する調査を実施いたしましたので、お知らせ

いたします。 
 
●最新の人事トレンドに対する企業の実態を調査 
「COMPANY®」HR シリーズは大手企業向け人事給与管理ライセンスシェアにおいて、10 年連

続第 1 位(*)を誇り、これまで約 1,000 社の企業グループにご導入いただいております。この

度、製品およびユーザーへのフィードバックを目的に、「COMPANY®」ユーザー企業の人事部門

長を対象として、昨今取沙汰されている業界のトレンドに対する意識調査を実施致しました。 
 
(*) 2002 年～2011 年大手企業向け（年商 1,000 億円以上）人事給与管理ソリューションのライセンス売上高シェア 
 （エンドユーザ渡し価格ベース）株式会社矢野経済研究所調べ 2011 年 12 月現在 

 
【調査概要】 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
・実施時期  ：  2012 年 8 月～2012 年 12 月 
・調査方法  ：  質問紙による回答 
・調査項目  ：  ①グローバル人事 
      ②タレントマネジメント 

          ③職務給・役割制度の導入 

          ④従業員高齢化への対策 

          ⑤メンタルヘルス対策 
          ⑥グループ給与業務の集約化 
・対象企業  ：  「COMPANY®」HR シリーズユーザー（内、380 社より回答）

           ※有効回答数は、調査事項ごとに異なります。 
・回答者   ：  人事部門長またはそれに準ずる役職者 
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■調査対象企業情報 

 
①業種分布 
今回の調査にご協力いただいた、「COMPANY®」ユーザー企業の業種分布は以下の通りです。一

般的な業種分布同様、製造業が大きな割合を占めますが、業種・業態を問わず、幅広くご利用い

ただいております。 

 

 
 
②企業規模レンジ                 ③「COMPANY®」利用歴 
 
 
 
 
 
 

        
 
 
 

「COMPANY®」は、従業員数 1,000 名超の企

業を対象としており、大手企業を中心に、ご利

用いただいています。 

独自の製品コンセプトにて、永続的に最新の

システムを提供する「COMPANY®」は、長

期的に継続利用をする企業が多く、使用歴 7
年以上の割合が約 4 割を占めています。 
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■人事部門長アンケート全体集計サマリー 

 

今回の調査においては、昨年調査した「グローバル人事」、「タレントマネジメント」「職務給・役

割制度の導入」、「メンタルヘルス対策」、「グループ給与業務の集約化」に、新たに「従業員高齢

化への対策」を加えた全 6 項目について、各社の施策実施状況と関心度の高さを聞いた。また、

今回からは実施している施策の成果を併せて調査し、自由記述として具体的な成果・課題等もヒ

アリングした。 
 

 
【全体集計】 
 

 
 
 
・「グローバル人事」については、60％を超える企業が「実施中」または「関心がある」とした

施策であり、ビジネスのグローバル化の流れの中で、その必要性が注目されている。自由記述の

回答で多かった施策は、海外への人材派遣、海外からの人材受け入れのための在籍社員の適応力

強化などが挙げられた。ただし、海外大卒者の本社採用、グローバル共通資格の導入、外国籍社

員の幹部登用という回答もあり、採用、配置、評価、登用という一連のプロセスをグローバル視

点で考え始めている様子がうかがえる。 
 
・「タレントマネジメント」については、70％を超える企業が「実施中」または「関心がある」

施策であり、「関心がある」は 46%と全調査の中で最も高かった。人事戦略におけるタレントマ

ネジメントへの興味の高さがうかがえる。自由記述の回答で多かった施策は、業務経験歴、スキ

ルの管理。また、現在システムを利用している、もしくはシステムの導入を検討しているという

回答もあった。 
 



                                              
■本件に関するお問合せ先                                                 News Release 4/17 
TEL：03-6229-1210 FAX：03-6229-1211 Email：pr@worksap.co.jp 
株式会社ワークスアプリケーションズ  
サービスプロモーショングループ 
広報（担当：向井・藤井） 

・｢職務給・役割給｣については、｢実施中｣が 50%と、昨年と同様に約半数の企業で導入済みとい

う結果が出た。自由記述の回答では、評価の公平性の担保、組織間のバランス、職務定義の難し

さ、年功序列を撤廃できない、降格・降給に踏み切れない、ランクごとの人員比率がアンバラン

ス、など実施率は高い一方で、課題を挙げる回答が多数見受けられた。 
 
・新規採用抑制、定年延長等により、従業員の平均年齢が上昇傾向にある中での｢従業員高齢化へ

の対策｣については、｢実施中｣と｢実施予定｣で 45%、｢非常に関心がある｣までを含めると 67%と

全アンケート項目中 2 番目に高い。自由記述の回答では、再雇用制度の導入が多数を占めたが、

少数ながら新卒・中途採用による年齢構成の維持という記載もあり。全体としては、各人の能力

に応じた処遇、収入ダウンによるモチベーション低下防止が課題という回答が多数を占めた。 
 
・「メンタルヘルスケア」については、｢実施中｣が 71%、｢実施予定｣｢非常に関心がある｣｢関心が

ある｣までを含めると 98%と極めて高い。具体的な施策としては、産業医との連携(従業員研修や

面談等)、カウンセラーの配置、電話相談窓口の設置、外部専門機関の活用、管理職教育、休職中

のケア、復職支援、メンタルヘルスチェック等の従業員セルフケア、長時間労働等の対象者ピッ

クアップによる重点ケアなど、他の項目に比べて回答内容が非常に多岐にわたった。 
一方で、｢想定したほどの成果は出ていない｣と回答した企業も多く、各種サービスの利用者が少

ない、休職者が減少していないなどの回答が見られた。 
 
・「グループ給与業務の集約化」については、｢実施中｣は 35%で、前回(33%)とほぼ同じ。｢十分

な成果を上げている｣｢一定の成果を上げている｣と回答した企業が全アンケート項目中トップで、

比較的成果を出しやすい様子がうかがえる。特に規模が大きくなるほど実施中の割合が高い傾向

が見られ、「COMPANY®」を活用した効率的なシェアードサービスを行われている企業が多数い

るという結果となった。また、ワークスではユーザーコミッティとして、「COMPANY®」利用ユ

ーザー同士が情報交換をする機会を設けており、そこで先進企業のノウハウを吸収したり、自社

と他社の運用方法を比較することで、各社が積極的な業務改善を推進している。 



                                              
■本件に関するお問合せ先                                                 News Release 5/17 
TEL：03-6229-1210 FAX：03-6229-1211 Email：pr@worksap.co.jp 
株式会社ワークスアプリケーションズ  
サービスプロモーショングループ 
広報（担当：向井・藤井） 

■人事部門長アンケート：項目別結果（企業規模別傾向／業種別傾向／成果） 

 
①グローバル人事 ： 大規模な製造業や情報通信業において、関心高まる 

 （有効回答数 236 社） 

 
【企業規模別傾向】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5,000 名以上の企業群においては、昨年の調査では「実施中の施策がある」と「実施予定の施策

がある」を合わせて 46%だったが、今回の調査では 5 割を超えた。中でも、「実施中の施策があ

る」企業は昨年の 27％から 7%伸び、34%に増えた。規模が大きくなるにつれ、関心度合いが顕

著に高まっていることがわかる。 
 
 
【業種別傾向】   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
業種ごとに傾向に大きな差があることが明らかになった。製造業においては実施・関心の度合い

が相対的に最も高く、海外展開を積極的に進めている様子がうかがえる。また、昨年の調査では

情報・通信業の約半数が「特に関心はない」と回答していたが、今回の調査ではそれが 3 割未満

に減少。情報・通信業界のグローバル進出気運が高まり、各社の関心度が急速に伸びたことを示

している。 
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【成果について】 
 
 
      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
51%の企業では、まだ導入効果の判断については時期尚早との見解が多いが、｢十分な成果を上げ

ている｣と｢一定の成果を上げている｣を合わせて 47%と、先行的に導入した企業を中心に一定以

上の成果を実感している模様である。 
既に施策を打っている企業に具体的な内容を調査したところ、海外からの人材採用を進めたり、

国内勤務の社員を海外に派遣するといった人材育成を行う企業が比較的多く見受けられた。 
一定の成果を挙げているとした企業の一例として、ある企業では語学研修として社員数名を海外

拠点へ短期派遣し、現地拠点の実態調査、現地幹部社員インタビュー等を実施し、グローバル人

材の育成や海外拠点の人材把握に一定の成果（進捗）が得られた、としている。しかしながら他

方で、「今後着手する」との回答も多く、グローバル人事の取り組みはまだ黎明期であるといえよ

う。施策に取り組んでいると回答した企業でも、そのほとんどが導入段階であるため、まだ評価

できないとするケースが過半数という結果になった。 
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②タレントマネジメント ： 5,000 名企業において、「実施予定あり」が昨年の 10 倍以上に 

 （有効回答数 234 社） 

 
【企業規模別傾向】 
 
 
 
 
 
 
 
・規模が大きくなるほど、実施、関心の度合いが高くなる傾向。 
 
5,000 名超規模においては、昨年の調査でわずか 2%であった「実施予定の施策がある」企業が、

今回の調査では 22%増加し 25%となった。これに伴って、「特に関心はない」と回答した企業が

28%だった昨年から半分の 14%に減少した。「タレントマネジメント」については大規模な企業

が他の規模の企業より突出して高い関心を持つことがうかがえる。 
 
 
【業種別傾向】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
製造業関連業種では｢実施中～非常に関心がある｣の合算値が他業種に比べて大きく、特に関心が

高いことがわかる。全体的に昨年と比較すると「実施中」「実施予定」の値が増えているものの、

関心が高い割には施策が打たれていないという傾向が未だ強く見受けられる。 
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【成果について】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
｢十分な成果を上げている｣と｢一定の成果を上げている｣を合わせて 54%の企業が一定以上の成

果を実感している一方で、｢想定したほどの成果は出ていない｣の割合が全アンケート項目中で最

も高い 13%となった。「タレントマネジメント」の施策においては試行錯誤の段階であり、現時

点では成果を上げるのは難しいと感じている企業が少なくないことがうかがえる。 
先行して「タレントマネジメント」に取り組み始めている企業においては、社員個人の経歴や職

務、資格などの情報をきちんと管理し、活用できる状態にするところから着手をしているとの回

答が複数寄せられた。また一部企業では、人事制度そのものを見直したり、社員の能力を発揮さ

せるマネジメントに関する研修を行うなど、現場の改革が進められている。しかしながら、今後

積極的に取り組むと回答する企業は多いものの、全体を通して社員の情報をどのように活用して

いくかは、まだ今後の課題といった意見が多い。 
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③職務給・役割給制度の導入 ： 導入率は高いが、職務分掌に課題あり 

 （有効回答数 231 社） 

 
【企業規模別結果】 

      
 
企業規模にかかわらず、約半数の企業が「実施中の施策がある」としている。中でも、5,000 名

超企業における実施率が比較的高い。｢実施予定｣｢非常に関心がある｣｢関心がある｣までを含める

と全ての規模の企業において 8 割を越え、大半の人事部門長が関心を持っていることがわかる。 
 
 
【業種別結果】 

 
 
民間企業において、｢実施中｣が 50%を超えている業種が多いことから、民間では幅広い業種にお

いて導入が進んでいる実態がわかった。業種別に分析をすると、小売・飲食や金融・卸売・不動

産といった業種において、「職務給・役割給制度」が採用されている確率が高い。こうした企業で

は特に、職務・役割を考慮に入れた給与を支給することで、対象者のモチベーションを向上でき

たという成功例が複数見受けられた。一方でいかに公平性を担保するか、社員のモチベーション

を維持向上し続けるか、といった悩みを抱えている企業も少なくない実態も垣間見えた。 
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【成果について】 
   
 
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
｢十分な成果を上げている｣と｢一定の成果を上げている｣を合わせて 72%と、全アンケート項目中

2 番目に高い結果になった。年功よりも、役割・成果に応じた賃金制度導入の流れが進んでおり、

成果を出していると捉える企業が多い。しかしながら、職務・役割に応じた給与形態を設定する

に当たり、業務分掌が難しく、職務や役割を明確に定義することの難しさを課題に挙げる企業も

依然多かった。業務が「ポジション」ではなく「人」に紐付く傾向にある、日本企業独特の文化

や商習慣が根強く影響していると考えられる。 
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④従業員高齢化への対策 ： シニア層の活用で、人員不足や技能伝承の悩みを解消 

 （有効回答数 225 社） 

 
【企業規模別結果】 

 
「COMPANY®」ユーザー企業の人事部門長に本調査の事前ヒアリングをした結果、非常に関心

の高かった「従業員高齢化への対策」が、今回の調査から新たに質問項目として追加された。調

査の結果、5,000 名までの企業では、規模が大きくなるほど実施・関心の割合が高いが、5,000
名超企業になると実施･関心の割合が低下していることが判明した。 
 
 
【業種別結果】 

 
 
 
業種別に特筆すべき点として、製造業では「特に関心は無い」の割合が非常に低く、従業員の高

齢化問題に対して高い関心があることがうかがえる。この背景には、技能・技術の伝承や、後継

者の育成に対する不安があると想定される。情報・通信業も実施および関心の数値が高い。製造

業と同じく技術職の社員を数多く抱える業種であることから、この結果になったと考えられる。

実際に製造業の自由回答では、今までの経歴を活かした若手の育成担当として、再雇用したシニ

ア層を活用している事例も挙げられた。 
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【成果について】 
    
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
｢十分な成果を上げている｣と｢一定の成果を上げている｣を合わせると 68％と比較的高い。定年退

職者を戦力として活用できている、人員不足を解消できている、といった企業の声も聞かれた。

やはり全体的にシニア層をより積極的に活用しようとしている傾向が見られた。一方で課題とし

て挙げられるのは、再雇用する場合の処遇について、悩みを抱える企業も少なくなかった。また、

平均年齢の上昇に伴う総額人件費上昇や、若手登用の遅れ等をどう解決していくかが課題という

声も挙がった。
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⑤メンタルヘルス対策 ： ほぼ全ての規模・業種で対策を実施 

 （有効回答数 235 社） 

 
【企業規模別結果】 

 

昨年の調査同様、ほぼすべての人事部門長にとって高い関心のあるテーマであるという結果にな

った。規模別に見ると、5,000 名超の企業において、実施中の施策がある割合が比較的高かった

が、特に規模間での傾向に差は見られなかった。 
 
 
【業種別結果】 

 
 
業種別でも際立った傾向はない。ほぼすべての人事部門長にとって関心のあるテーマであること

が言える。昨年の調査では小売・飲食業では｢実施中｣が約 40%となっており、唯一関心の低さを

示していたが、本年には何らかの施策を実施している企業が約 8 割となった。 
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【成果について】 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

｢十分な成果を上げている｣と｢一定の成果を上げている｣で 66%と高い。厚生労働省の指針に遵守

し対策を打つ企業が多数見られた。従業員支援プログラム(Employee Assistance Program＝

EAP)を適用している企業も多く、相談室の設置、啓蒙活動、産業医によるカウンセリングサービ

スなどさまざまな施策が挙げられた。 一方で、「外部の相談センターを利用しているが、実際に

利用する人がまだ少ない」や、「産業医面談を実施しているが、成果無し」という企業もあった。

ほとんどの企業で何らかの施策を運用しているものの、その効果が出ているかどうかは企業ごと

に事情が異なるようだ。また、全体の傾向としてメンタル面で休職する社員は年々増加している

という意見が多く見受けられた。 
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⑥グループ給与業務の集約化 ： 「COMPANY®」シェアードサービスが普及 

 （有効回答数 232 社） 

 
【企業規模別結果】 

 
規模が大きくなるほど｢実施中｣の割合が高く、｢関心が無い｣の割合が低いという結果になった。

特に、1,001～2,000 名企業については、昨年対比で｢実施中｣が 12%増加。主に大規模企業におい

て実施してきたグループ給与業務集約化の流れが、1,000～2,000 名規模の企業にも及んでいるこ

とがうかがえる。 
 
【業種別結果】 

 
 

全体的に導入率は高い。官公庁、学校法人などと比べると、民間企業の方が｢実施中｣｢実施予定｣

の割合が高い傾向が見られた。業種ではサービス、小売・飲食が他の業種に比べ比較的高いが、

その他の業種における傾向は特にない。ある企業では、「グループのシステム統一により、重複し

た業務が減少した。各種ウェブ化を進め、効率的な運用になりつつある」、とコメントしている。

「COMPANY®」でシェアードサービスを展開している企業が多く、業種業態に関わらずシステ

ムの活用による個業務の効率化が図られている。 
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【成果について】 
      

 

 
｢十分な成果を上げている｣と｢一定の成果を上げている｣で 77%と全アンケート項目中トップ。多

くの企業が工数の削減に繋がっている、と取組成果を評価している。また、「COMPANY®」利用

企業が集まるユーザー会「ユーザーコミッティ」では、度々シェアードサービス分科会を開催し

ている。そこではユーザー同士が分科会でお互いのノウハウを共有したり、意見交換をすること

で一層の業務改善を進めている。ただし、一部の企業においては会社の運用ルールが標準化でき

ていないため個別対応が発生しているという意見もあった。グループ給与業務を成功させるため

には、適したシステムを導入することに加え、それまでの業務プロセスの見直しを行うことが重

要であることが示唆された。 
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●最新の市場ニーズをいち早くキャッチアップし、ユーザー企業の経営をバックアップ 

 
ワークスではこうした調査を通じて、市場で本当に求められている要件を迅速に察知し、随時

「COMPANY®」の機能へ反映してまいります。また、独自の保守コンサルティングサービスに

より、製品の運用に留まらず、経営の観点からユーザー企業の発展をサポートしてまいります。 
 
■関連記事 
 

【2011 調査データ】 ワークス、国内大手企業 350 社超の人事戦略における意識調査を実施 

～人事部門長アンケートから、最新人事トレンドへの取り組み実態を明らかに～〈2012 年 6 月 29 日発表〉 

http://www.worksap.co.jp/topics/news/2012/0629.html 

 
【株式会社三菱ケミカルホールディングス、グローバル人材管理を「COMPANY」で実現】 

～三菱ケミカルホールディングス様におけるグローバル人事展開の事例をご紹介しております～  

http://www.worksap.co.jp/topics/news/2012/0816.html 

 
 
■業界をリードする「COMPANY®」ＨＲシリーズのご紹介 
 
人事部門における重要なミッションは、優秀な人材を採用し、その人材がベストパフォーマンス

を出し続けることができる環境を提供し続けることにあり、多くの企業において、戦略的に人事・

労務制度改善への取組みが行われています。「COMPANY®」HR シリーズは、人事系システムの

デファクトスタンダードとして、業務効率の向上はもちろんのこと、人事情報の経営への活用を

強力にサポートしてまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人事管理 / 給与計算

人材・組織管理

人材評価・育成

発令・人材配置

給与・賞与

各種法定・厚生

退職金

申請 / ワークフロー

各種届出申請

人事・給与情報照会

WEB人事考課

勤怠 / プロジェクト管理

勤務予定・実績管理

労務・36協定管理

プロジェクト管理

教育 / 研修管理

研修管理

スキル・キャリア管理

Eラーニング

HR シリーズ 


